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Abstract
This paper aims to examine the present situation of New Zealand’s legal system on adoption and 
its agenda. In New Zealand, there are currently three laws related to its adoption system namely,  the 
Adoption Act 1955, Adult Adoption Information Act 1985, and Adoption (Intercountry) Act 1997. New 
Zealand is one of the contracting states to the Hague Convention on Protection of Children and Co-
Operation in Respect of Intercountry Adoption. Under these acts, the implementation of child’ adoption 
is dcfermined. By introducing the results of analysis based on the fieldwork in Wellington, this paper 
presents useful information towards Japan’s legal reform regarding its adoption system.
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（Ministry of Social Development）内の児童・若者・家族課（Child, youth and Family: CYF）（以下、
“CYF”という。）、ビクトリア大学法学部のビル・アトキン教授、同国初の子ども専門の弁護士ロ














法」という。）、②「1985年成人養子情報法」（Adult Adoption Information Act 1985）（以下、「情報法」
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Security  Act 1964）の改正に基づき、子を養育するひとり親に対する手当として、「家事専従手当」











国内養子の類型としては、非血縁養子（Non-relatives domestic adoption）、継親養子（One parent 
and spouse domestic adoption）、親族養子（Relatives domestic adoption）、里親養子（Foster parents 







us/adoption-data-1955-2011.pdf (accessed 20 November 2014).
 7） 家事専従手当とは、ひとり親が就業することなく、子の養育に専念することができるよう支援するための手当である。同手
当は、2013年 7 月に廃止された。代わりにひとり親への支援制度として、「ひとり親支援」（Sole Parent Support）が導入され、
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5ニュージーランドにおける養子縁組制度の現状と課題
ついては、「2004年児童養育法」（Care of Children Act 2004）が父または母の新しいパートナーを











CYFの国際養子縁組・子どもの保護チーム（International Adoption and Child Protection）主任
のベス・ネルソン氏への聞き取り 16）によると、現在、ニュージーランドは、中国、チリ、フィリピン、
リトアニア、香港、タイ、インド（以上、「ハーグ国際養子条約」 ［Hague Convention on Protection 












間を問わない）の締結に関する「2004年シビル・ユニオン法」（Civil Union Act 2004）の成立により、婚姻件数そのものが減
少傾向にあることも関係していると考えられる。同法の抄訳については、訳梅澤彩・監修小川富之「ニュージーランド家族
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るとの指摘がある。森和子「養子の出自を知る権利の保障についての一考察―オーストラリア・ニュージーランドにおける
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I. 養親希望者は、CYFまたは民間支援団体「養子縁組の最初のステップ」（Adoption First 
Steps: AFS）（以下、“AFS”という。）が開催する、養子縁組に関する教育・準備プログラム






なることを認めるかどうかの評価がなされ、家庭調査評価報告書（Home Study Assessment 
Report）が作成される。
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 27） CfOは、家庭調査評価を経て養親となることを認められた者を対象とするワークショップ形式の 3日間の教育・準備デーを開
催している。
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